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青少年地域ふれあい
環境づくり活動促進事
業補助金

家庭、学校、地域社会の連携
強化による地域主体の青少年
健全育成活動の促進を図るた
め、家庭、学校、地域社会が一
体となって地域ぐるみで青少年
の健全育成活動を図るために
要する経費へ補助する

補助率：県10/10
補助限度額：150

○ 廃止 ○ 6,750 6,250

ひとにやさしいまちづ
くり支援事業費

住環境の整備を中心に、環境、
福祉等総合的な見地から、自
らのまちを人権の視点から、地
域住民が交流することにより
「ひとにやさしい人権の輪」を広
め、人権問題の速やかな解決
を図る取組に対する補助する

補助率：10/10
補助限度額：500

○ 廃止 ○ 4,500 4,500

関係団体事業補助金

人権問題の解決に向けた啓
発、教育、研究を行う団体の活
動等に対し補助する

補助率：10/10

○ 見直し ○

■三重県人権擁護委員連合会補
助金
  １６年度末をもって補助金を廃止
する。
■三重県人権問題研究所補助金
  １７年度の法人化に向けた議論の
中で整理をする。平成１８年度に向
けて事業補助金の１／２の補助に
整理をしていく。
■人権交流研修補助金
  ３カ年で事業費の１／２の補助に
整理をしていく。

18,320 16,320

求職者資格取得サ
ポート助成金

県が指定する講座を修了した
失業者に、その経費の一部を
補助する

補助率：8/10

○ 見直し ○

補助率を見直しを行う。
１７年度から雇用保険受給者に対
する支給割合を４割に見直し、１９
年度からは雇用保険非受給者につ
いても支給割合を４割に見直す。

36,467 49,647

労働福祉対策事業補
助金（ウイークプラザ
事業）

労働時間の短縮と長期休暇の
普及啓発及び中小企業勤労者
福祉サービスセンターの周知を
行うウイークプラザ事業に要す
る経費に対し補助する

補助率：１０／１０

○ 廃止 ○ 14,000 14,000

三重県文化団体連合
会事業補助金

文化の普及啓発を行い、県内
の文化振興を民間サイドから
支援する三重県文化団体連合
会を育成する

補助率：１０／１０

○ 見直し ○
１７年度に補助率1/2に見直しを行
う。 4,920 2,030

私立学校人権教育推
進補助金（「私学にお
ける人権教育を考え
る会」開催費補助金）

三重県私学協会が実施、参加
した人権研修会に対し補助す
る。

補助率 10/10

○ 見直し ○
平成１７年度から事業費１／２の補
助となるよう整理をしていく。 540 540
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19 各種団体
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青少年居場所づくり事
業費

中高生世代の青少年が気軽に
立ち寄り、自由に集まることの
できる居場所を設け、そこに集
まる青少年自らが企画・運営す
る活動を支援するため、地域で
青少年を育成する個人や団体
で組織する青少年支援委員会
に対し補助する

補助率：県10/10
補助限度額：２８０

○ 廃止 ○ 4,500 4,200

8 0 0 3 2 3 89,997 97,487生活部計 1

20 各種団体


